
  

新たな行政・財政改革方針の策定について 

１ 趣 旨 
 

行財政を取り巻く環境の変化に対応するため、平成 29年４月に策定した「長野県行政経営方針」 

を見直し、行政・財政改革を実行する新たな方針を策定する。 

＜見直しの背景＞ 

○ 社会情勢の急速な変化 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大による社会・経済への影響、人々の価値観の変化 

・デジタル技術の浸透による社会変革（DX）の加速化 

・持続可能な脱炭素社会づくり（ゼロカーボン）実現に向けた取組の本格化 

○ 県行政の業務改革に向けた新たな環境整備 

令和４年度に予定している業務環境の大幅な変更への対応 

（次期情報システムへの移行、新たな文書管理システムの稼働） 

○ 厳しさを増す財政状況 

・台風災害からの復旧・復興、防災減災対策を進めるため、県債残高は増加 

・社会保障関係費の増加等に伴う財源不足額の拡大 

２ 新たな行政・財政改革方針策定の考え方 
 

現行方針の取組を継承・発展させ、新時代の行政経営への質的転換と財政構造の改革を目指す。 

・複雑化、多様化する県民ニーズに迅速かつ的確に対応する県行政を推進するとともに、職員の能力を 

最大限に活かす機能的組織への転換によって、県民と職員双方の満足度を向上 

・社会情勢の変化に応じて、必要のなくなった施策は見直す一方、県民の命を守る施策や未来への投資 

など、伸ばすべきものに重点的に財源を配分 

○ 行政サービスの質の向上と効率的な行政経営のための様々な方策を検討 

・行政手続のオンライン化や業務プロセス改革などによる県行政のDX加速化 

・時代の変化に対応し職員がやりがいを持って活躍できる県組織づくり 

・デジタル人材をはじめとする専門性の高い職員、多様な人材の確保・育成 

・民間や市町村など様々な主体との連携による行政サービスの提供 など 

○ 持続可能な財政構造の構築に向けた様々な取組を検討 

・将来負担の軽減に向けた県債発行の抑制 

・徹底した事務事業の見直し、AI・RPA等の先端技術の活用による歳出削減 

・新たな視点での歳入確保 など 

○ 中長期的な視点で検討し、成果目標を設定。工程表（５年）を作成し、進捗管理 

３ スケジュール 

  Ｒ３． ４月 検討開始 

    11月 方針(素案)策定、意見募集 

  Ｒ４． ２月 方針(案)策定 

   ３月 方針決定 
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